
課：

一般財源(物件費充当分のみ) 81,559 ー ー ー 86,112

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 584,353 ー ー ー

　物件費計 81,559 ー ー ー 86,112 94.7%

　人件費計 502,794 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 48,071 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 447,932 ー ー ー

特別職非常勤 6,791 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 9.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 15.88人 ― ― ―

会計年度任用職員 9.29人 ― ― ―

45.15人 ― ― ―

再任用 4.00人 ― ― ―

・市立ひらかた子ども発達支援センタ―通所支援児童への保育・療育の実施
・地域子育て支援事業利用児童に対する保育・療育の実施
・各セラピストによるリハビリテ―ションの実施
・障害児相談支援の実施
・保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援の実施
・子育て講座（年2回）、地域連携講座（年1回）、福祉機器展（年1回）の実施
・動物ふれあい事業（年1回）、園外保育（年1回）、運動会（年1回）の実施

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

安全で円滑な保育・療育が行える環境を維持し、障害や発達上支援の必要がある児に対して、障害や発達に応じた専門
的な保育・療育を提供できている状態。また、保護者や家族に対しては、家庭や身近な地域での療育環境を向上させるた
めに必要な研修、情報提供等を行うことが出来ている状態。

対象者(受益者) 障害や発達上支援の必要がある児とその保護者

現状・課題 児の障害や特性に応じて、保護者が独自に専門的な保育・療育を行うことが困難である。

事業の概要

開設年：平成31年・敷地面積：2297.76㎡・建物面積：3475.61㎡・定員110名（児童発達支援）
　市立ひらかた子ども発達支援センタ―は、児童福祉法第四十三条に基づく児童発達支援センタ―であり、通所児に対し
ては、児童単独もしくは親子通所により、日―の生活を基盤とした個別・集団的な保育・療育を実施している。通所支援を
利用していないが支援を必要とする親子に対しては、遊びや集団の場を通じて経験を広げ、成長を促すことができるよ
う「地域子育て支援事業」を実施している。また、医師の指示の下、理学療法、作業療法、言語聴覚療法を用いて、個々の
状況に応じたリハビリテ―ションを実施している。
　その他、地域に対する支援機能として、障害児相談支援、保育所等訪問支援及び居宅訪問型児童発達支援を実施して
いる。
　なお、通所児のバス送迎、建物の警備、大規模な清掃など専門性の高い業務については、外部委託により実施するこ
とで、事業運営の効率化を図っている。

年間の主な事務

根拠法令等 児童福祉法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1974（S49）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 15.子どもたちが健やかに育つことができるまち 性質 子育て・教育

担当部署(R7年度機構) 部： 子ども未来部 ひらかた子ども発達支援センタ― 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 345

事務事業名称 ひらかた子ども発達支援センタ―施設管理事業



① 日 日 日 日

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、児童福祉法に基づく児童発達支援センターとして役割を担いながら、安全で円滑な保育・療育が行える環
境を維持し、障害や発達上支援の必要がある子どもに対して、障害や発達に応じた専門的な保育・療育を提供すると
ともに、音楽を身近に親しむ機会や、動物とのふれあいなど、特色のある取り組みを進め、療育の充実に努める。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

利用者アンケ―トにおける利用満足度が80パ―セント以上となるよう、児童発達支援センタ―での支援の充実を図る。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

就学前の障害児や発達上支援が必要な子どもたちが、日常生活での基本的な動作や知識・技術を学習し、集団生活に適応できるよう専門的な保育・療
育を提供する通所支援（なのはな・すぎの木）を実施した。また、通所支援を利用していない障害児や発達上支援が必要な子どもたちが、遊びや集団の
場を通じて経験を広げ、成長を促す地域支援（すくすく）を実施した。
この他、障害や発達に関わる相談に幅広く応じ、成長段階に合わせた支援のコーディネートを行う相談支援や、医師の指示の下、理学療法・作業療法・
言語聴覚療法を用いたリハビリテーション、心理職による保育所、幼稚園等への巡回相談・保育相談を実施した。さらに、療育を利用しやすい環境を整
えるため、親子通所するきょうだい児の預かり事業を実施した。

89 ― ― ― ％

80 80 80 80 ％

12,697 ― ― ― 人

R6 R7 R8 R9 単位

13,134 13,134 13,134 13,134 人

安全で円滑な保育・療育が行える環境を維持し、障害や発達
上支援の必要がある児に対して、障害や発達に応じた専門
的な保育・療育を提供できている。

指
標

通所延べ利用者数

指
標

利用者アンケ―トにおける利用満足度
【保護者評価における満足度を図る質問に「はい」と回答した人
数/回答数×100】

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

適切な維持管理、運営により、市民が安心して施設を利用で
きる。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

ひらかた子ども発達支援センタ―開所日数 日 227 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 6,378 ー ー ー 8,245

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 11,760 ー ー ー

　物件費計 6,378 ー ー ー 8,245 77.4%

　人件費計 5,382 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 5,382 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.70人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・福祉移送サ―ビス共同配車事業者との委託契約業務
・タクシ―利用手続き業務
・タクシ―配車手続き業務
・駐車場賃貸借契約事務

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

個々の事情に応じた援助の必要な肢体不自由児及び保護者の通所に対して、障害・発育の程度にあった通所手段（配車）
の確保を行い、通所にかかる身体的な負担を軽減できている状態。

対象者(受益者) 障害や発達上支援の必要がある肢体不自由児及びその保護者

現状・課題 保護者が児童の障害・発育の程度にあった通所手段（配車）を確保することが困難な場合がある。

事業の概要
枚方市福祉移送サ―ビス共同配車事業を活用した福祉タクシ―と、民間タクシ―で通所児等を自宅から市立ひらかた子
ども発達支援センタ―まで送迎している。また、民有地を借り上げのうえ駐車場を整備することにより、利用者の車両の
駐車スペ―スを確保している。

年間の主な事務

根拠法令等 通園児童療育実施要項（肢体不自由施設の通園児童に対する療育について。昭和38年6月11日厚生省発児第１２２号）

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 15.子どもたちが健やかに育つことができるまち 性質 子育て・教育

担当部署(R7年度機構) 部： 子ども未来部 ひらかた子ども発達支援センタ― 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 346

事務事業名称 通所支援事業



① 日 日 日 日

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

見直し 見直し ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

障害児や発達上支援が必要な子どもたちに対して、専門的な保育・療育の提供を行うとともに、利用者のニーズを踏
まえ、療育を受けやすい環境を整えることは重要であり、自主的に通所が困難な場合は、介護タクシー、タクシーによ
る通所支援を引き続き実施していく。Ｒ８年度以降、共同配車センターの見直しにより配車の委託ができなくなるた
め、動向を注視しながら、新たな介護タクシーの配車手法等について検討を行っていく。

R７年度
方向性 見直し

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

利用者アンケ―トにおける「身体的な負担が軽減されている」と感じている割合が80％を超えるように、取り組みを進める。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

本センターのなのはな（肢体不自由児）への通所については、通所する児童の障害の状況等を総合的に勘案し、自主的に通所が困難な児童について
は、介護タクシー又は、一般のタクシーで送迎の支援を行っている。
タクシーの配車回数については、介護タクシーは令和6年度は対象児が在籍しなかったため、利用はなかった。一般のタクシーは、配車台数に限りがあ
るため、相乗り等を推奨し、安定的な通所支援を実施した。また、令和6年度からは通所児のきょうだい児もタクシーに同乗できるよう運用の見直しを
行い、療育を受けやすい環境を整えた。

100 ― ― ― ％

80 80 80 80 ％

1,513 ― ― ― 回

R6 R7 R8 R9 単位

1,820 1,820 1,820 1,820 回

個々の事情に応じた援助の必要な肢体不自由児及び保護者
の通所にかかる身体的な負担を軽減できている。

指
標

延べ利用件数

指
標

利用者アンケ―トにおける「身体的な負担が軽減されている」と
感じている割合【保護者評価における負担軽減を問う質問に肯
定の回答をした人数/回答数×100】

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

障害・発育の程度にあった通所手段（配車）の確保を行う。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

配車日数 日 227 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 150 ー ー ー 152

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 29,771 ー ー ー

　物件費計 150 ー ー ー 152 98.7%

　人件費計 29,621 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 7,710 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 21,911 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 1.49人 ― ― ―

2.85人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・公私立保育所・幼稚園、認定こども園、子ども発達支援センタ―等に通う子どもの発達相談業務及び申し送り等作成
（通年）
・加配保育士の認定、事務（通年）

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

市内公私保育園・幼稚園・認定こども園・通所施設等に通所する障害児等に対し発達検査や保護者面接を実施すること
で適切な発達支援を受けることができる。

対象者(受益者) 障害や発達上支援の必要がある児/上記児の保護者

現状・課題
障害や発達上支援の必要がある児の保育内容づくりやクラス集団の中での子ども同士の育ちあいの関係づくりについ
て、専門的な診断や助言等が必要である。

事業の概要

保育所等に在籍している障害児保育制度利用児童、制度利用以外の相談があった児童の発達診断、発達相談、行動観察
を行い、併せて保護者との面談、保育士への保育の助言等を行う。
市内公私立幼稚園等に通う障害児等への発達検査や保護者面接を実施。保護者面接では、子どもの普段の姿も聴きな
がら発達に関する指導・助言を行う。その後に実施する市内公私立幼稚園等の職員とのカンファレンスでは、子どもの発
達状況と普段の保育での姿を照らし合わせながら子どもの保育にとって必要な手立てを見直す。以上について、1人の
児童につき年１～2回実施する。そのほか、年1回、市内公立保育所・幼稚園の職員に対して障害児保育に関する研修を
行う。

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 15.子どもたちが健やかに育つことができるまち 性質 子育て・教育

担当部署(R7年度機構) 部： 子ども未来部 ひらかた子ども発達支援センタ― 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 347

事務事業名称 保育所・通所施設巡回相談業務



① 日 日 日 日

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

今年度は職員体制が整っているため、課題であった幼稚園への巡回相談の回数を年1回から年2回に増加した。一
方、今年度も相談件数の増加が見込まれるため、定期的に業務を見直しながら巡回相談業務を遂行できるようにす
る。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

年々、障害児や配慮が必要な子どもの入所が増えており、障害児等や配慮が必要な子どもへの支援について専門的な助言の必要性が増加している。今後も発達
診断や保護者面接、職員への助言を通して巡回相談での役割を果たし、継続して巡回相談を求めて利用する園を維持していく。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

R6年度は欠員の中、業務の見直しや改善を行うことで、年々増加する巡回相談・保育相談に対応することができた。児童の課題も発達支援だけではな
く家庭背景等複雑な児童も増えてきており、他機関との連携を行うケースも多かった。

81 ― ― ― 園

令和6年度の目標は令和5年度の実績より算出。令和7年度の目標は令
和7年度より幼稚園や認定こども園（1号）の巡回相談を年1回から年2
回に変更したが、幼稚園各園辺りの巡回相談の件数が非常に多く、年2
回を希望する園が半数以下になると想定して令和6年度の幼稚園の巡
回相談総件数191件の約半数を目標値に上乗せしている。

配慮児がいない園や低年齢のためなどにより配慮児かどうかの見極め
をしているため相談を希望しない園が一定数あり、令和7年度以降も継
続して同じ状況と想定されるため、実績値を目標値として設定してい
る。

74 70 70 70 園

1,600 ― ― ― 回

R6 R7 R8 R9 単位

1,306 1,700 1,700 1,700 回

障害のある子どもや配慮の必要な子どものより良い発達成
長を促せている。

指
標

年間延べ相談数

指
標

巡回相談利用園数

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

各相談に対し、適切な助言等を行う

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

相談受付日数 日 1,119 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 45 ー ー ー 50

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 1,198 ー ー ー

　物件費計 45 ー ー ー 50 90.0%

　人件費計 1,153 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 1,153 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.15人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

実務者会議（年5回）、代表者会議（年1回）、関係機関研修（年1回）、施設見学（必要時）、事務局会議（6回）にかかる企画・
運営事務

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

障害児およびその周辺の児童(健診等でフォロ―が必要とされた児童等)ならびにその家族(以下「障害児等」という)が
抱える様々な問題に対応し、その早期解決を図るとともに、障害児等が地域で活き活きと生活できる環境づくりを推進
することを目的として、福祉・保健・教育を担当する機関が連携し、それぞれが効果的に施策の推進を図る。

対象者(受益者) 18歳未満の障害児/庁内外の福祉・医療・教育を担当する機関

現状・課題
子ども自身や家族が抱える悩みや困難さ対して、どのような行政サ―ビスや社会資源があるのか、情報提供を行えてい
ないケ―スがある。

事業の概要
障害児およびその家族が抱える様々な問題に対応し、その早期解決とともに障害児等が地域で活き活きと生活できる
環境づくりの推進を目的として、福祉・保健・教育を担当する機関が連携し、ネットワ―クを強化している。
実務者会議、代表者会議、関係機関研修、施設見学、事務局会議等を行っている。

年間の主な事務

根拠法令等 児童福祉法

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 1978（S53）年度 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 3.一人ひとりの成長を支え、豊かな心を育むまち 細区分 任意的区分

施策目標 15.子どもたちが健やかに育つことができるまち 性質 子育て・教育

担当部署(R7年度機構) 部： 子ども未来部 ひらかた子ども発達支援センタ― 区分 任意的事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 348

事務事業名称 障害児等関係機関ネットワ―ク事業



① 回 回 回 回

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

今後は改定した「福祉・教育のてびき　子ども版」を活用しながら引き続き架空事例等について学ぶことで、各機関の
役割を理解、機関同士の連携を深め、実際の事例に対して早期の問題解決を図ることができる体制を作る。当会議は
毎年実務者が変わる機関も多いため、年度初めは各機関の情報について共有することも意識して開催する。

R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

会議等を通して、障害児及びその家族が抱える問題に関わっている機関やその役割を知る。また、架空事例を通して職員同士が学び合うことで障害児及びその家
族が抱える問題に対して各機関がどのように問題解決に向けて働きかけるのかについて理解する。そうした連携を普段から図っておくことで、実際に障害児及び
その家族が抱える問題に直面した時に各機関との連携がスム―ズになり、早期の問題解決につながる。

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

会議等を通して障害児及びその家族が抱える問題に関わる機関やその役割について理解することができた。架空事例を通して職員同士が学び合うこ
とで、職員同士の連携を深め、また、市や府、関係機関の社会資源の理解を深めることができた。令和6年度は事務局会議メンバーを中心に実務者会
議内で「福祉・教育のてびき　子ども版」の改定やてびきの索引に当たるマップを作成したことも枚方市の福祉・教育に関する資源について深く理解す
ることができた要因と考える。

100 ― ― ― ％

会議等に出席した人の感想から算出
【適切な機関を案内できたかどうかの質問に「はい」と回答した人数／出
席者数×100】

会議等に出席した人の感想から算出
【理解できたかの質問に「はい」と回答した人数/出席者数×100】

80 100 100 100 ％

100 ― ― ― ％

R6 R7 R8 R9 単位

80 100 100 100 ％

各会議等で連携を深めたり架空事例を通して職員同士学ぶ
ことで、障害児及びその家族が抱える問題に対する適切な機
関や支援内容の理解が深まる。

指
標

障害児及びその家族が抱える問題に対して適切な機関を案
内できるかどうか。

指
標

障害児及びその家族が抱える問題に対応している機関の具体
的な支援内容の理解度。

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

各会議等で連携を深めることを通して、障害児及びその家族
が抱える様々な問題に対応する機関の案内が的確になる。

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

障害児及びその家族が抱える様々な問題に対応するた
め、福祉・保健・教育を担当する機関が連携し、各会議
等を開催する。【指標：会議の開催回数】

回 5 ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績



課：

一般財源(物件費充当分のみ) 13,766 ー ー ー 13,270

歳入計(物件費に充当される特定財源) 0 ー ー ー 0

その他 0 ー ー ー 0

0

市債 0 ー ー ー 0

0 ー ー ー 0

受益者負担(使用料・手数料) 0 ー ー ー
歳
入

国庫支出金 0 ー ー ー 0

(留意事項)
※正職員・再任用・任期付
の人件費は、人員配置を
もとに平均人件費を乗算
しています。
※「歳入」欄には物件費に
充当されるもののみ記載
されています。

府支出金

歳出計 19,148 ー ー ー

　物件費計 13,766 ー ー ー 13,270 103.7%

　人件費計 5,382 ー ー ー

ー

附属機関委員 0 ー ー ー

会計年度任用職員 0 ー ー ー内
訳

正職員、再任用、任期付職員 5,382 ー ー ー

特別職非常勤 0 ー ー

決
算
額

(千円) R6決算額 R7決算額 R8決算額 R9決算額 R６予算額(参考) 予算執行率(参考)

 
歳
出

特別職非常勤 0.00人 ― ― ―

附属機関委員 0.00人 ― ― ―

任期付職員 0.00人 ― ― ―

会計年度任用職員 0.00人 ― ― ―

0.70人 ― ― ―

再任用 0.00人 ― ― ―

・予算・決算に関する事務
・会計年度任用職員の雇用、賃金計算事務
・各種委託契約手続き事務
・物品購入手続き事務
・照会・回答事務

２．事務事業への投入コスト(インプット)

人
員
体
制

(人) R6年度実績 R7年度実績 R8年度実績 R9年度実績

正職員

詳
細
項
目

事業の目的
(最終アウトカム)
・目指すべき状態

・課題が解決した状態

課の運営が円滑に行われている。

対象者(受益者) ひらかた子ども発達支援センタ―の所属職員

現状・課題 課の運営を円滑に図る必要がある。

事業の概要 センタ―の予算・決算に関する事務、職員の給与・休暇・人事・服務に関する事務、文書の収受・発送・管理事務等

年間の主な事務

根拠法令等 決裁

関係附属機関等 該当なし

関係補助金等 該当なし 補助金性質： ―

事業期間 事業開始 ： 不明 ～ 事業終了予定 ： 未定(継続実施含む)

R８年度 R９年度

―
市長公約との関係性

所信表明
(R5年9月)

― 市政運営方針
R６年度 R７年度

基
本
項
目

総合
計画

基本目標 9.施策体系外 細区分 行政運営区分

施策目標 99.施策体系外 性質 内部事務・行政運営

担当部署(R7年度機構) 部： 子ども未来部 ひらかた子ども発達支援センタ― 区分 行政運営事業

令和６年度　事務事業実績測定調書

１．事務事業の基礎情報 調書番号 917

事務事業名称 ひらかた子ども発達支援センタ―運営事務



①

目標 目標

実績 実績

算出
方法

算出
方法

R１０年度の方向性
(R９実績測定)

現状維持 現状維持 ー ー ー

参
考

方向性の経過

R6年度の方向性
(R5実績測定)

R７年度の方向性
(R６実績測定)

R８年度の方向性
(R７実績測定)

R９年度の方向性
(R８実績測定)

７．今後の取組方針(改善・対応策など)

R７年度
取組方針

引き続き、センターの事務事業が効率的に執行されるよう、円滑な運営を行っていく。
R７年度
方向性 現状維持

R7
年度

R8
年度

R9
年度

５．中長期的な変化・便益(中間アウトカム)

６．取組実績に対する自己分析・総括

R6
年度

予算・決算、各種照会・回答について、センター内の連絡調整及び執行管理及び職員の出退勤、休暇申請等の管理・報告、会計年度任用職員の賃金関係
の報告などの庶務事務全般を実施した。

R6 R7 R8 R9 単位
指
標

指
標

R6 R7 R8 R9 単位

ロ
ジ
ッ
ク
モ
デ
ル

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
①

説
明

ア
ウ
ト
カ
ム
①

説
明

４．活動による結果(アウトプット)および変化・便益(アウトカム)

アウトプット(活動が産み出した結果) 直接アウトカム(結果による変化・便益)

ー ー ー

３．具体的な活動(アクティビティ)

年間の主な活動指標 単位 R６実績 R７実績 R８実績 R９実績


